




































園に対し，実施回数に応じて経常費助成費補助に加算し，支援を行った。1 回 5 人以上の高校生を

















































・相談日　水曜日：13 時から 17 時，土・日曜日：10 時から 17 時（H27 年度稼動日数：154 日）
・相談方法　電話，メール，来所による相談
　（H27 年度実績：電話 4,223 件，メール 144 件，来所 122 件　計 4,489 件）
＜妊娠・出産に関する出前講座事業＞
・主に県内高校生への出前講座






























































　（1）独身の若者向けライフデザインセミナーを，9 回開催。参加者数 193 人。


















　（1）応募作品数 中学生 1,186 点，高校生 304 点，大学生等及び若年社会人 680 点。








　（1） 絵画・ポスターの部と標語の部の募集をし，絵画・ポスターの部 2,100 点，標語の部 10,448
点の計 12,548 点の応募があった。































































　「ライフプラン」は『広辞苑（第 7 版）』（2018 年 1 月）によれば「生涯にわたる生活の設計。人生設
計。」とある。「ライフデザイン」も同義で用いられる。通常は，保険や資産管理の領域で使われる言












栃木県　 『とちぎの高校生「じぶん未来学」』　93 ページ　2016 年
　　　　栃木県教育委員会事務局生涯学習課





　　　　初版 2001 年（2013 年改訂）　静岡県くらし・環境部男女共同参画課12）
岐阜県　『未来の生き方を考える ─ Life Planning Booklet ─』　50 ページ　2014 年　
　　　　岐阜県健康福祉部子ども・女性局子育て支援課




























　委員会は 2016 年に 3 回開催されたことが確認できる。同時に埼玉県立本庄高等学校，富山県立砺
波高等学校，立命館宇治中学校・高等学校，沖縄県立西原高等学校各校の生徒へのヒアリングを実施
したが，その内容は明らかでない。またこの委員会は 2017 年 3 月までとしており，教材作成を予定
していたが，実際に作成されたかどうかも確認できていない。また，これとは別に「女性の学びの促






　それに続き「男女共同参画推進のための学び・キャリア形成に関する有識者会議」（2017 年 8 月〜
























































◎ 平成 27 年度とちぎの高校生「じぶん未来学」企画委員会及びとちぎの高校生「じぶん未来学」プログラ
ム作成委員会委員名簿
図版 1　とちぎの高校生「じぶん未来学」26-27 頁
【編集・発行】栃木県教育委員会事務局生涯学習課　【発行年月】平成 29 年 3 月（3 刷）
　第 1 章第 1 節において「じぶん未来学」で考える内容をまとめている。それは「“じぶん”の未来
を考え，生き方を考える」（第 2 章第 1 節に対応），「親・家族・家庭について考える」（同第 2 節・第 3

















　また第 2 章第 4 節「家族を考える」では「家族のかたち」が多様であること，「自分の生き方，ラ
イフスタイルを自分で自由に選ぶことは重要」であることを述べている。
3）　岐阜県『未来の生き方を考える ─ Life Planning Booklet ─』
　次に岐阜県の副読本は作成の目的について以下のように記している（表記は原文通り）。19）
　県では，若い世代にライフプランを考える機会を提供するため，就労から結婚，妊娠・出産，子育てに










































図版 2　未来の生き方を考える ─ Life Planning Booklet ─ 20-21 頁


































































































































































































































































　2013 年 5 月，内閣府「少子化危機突破タスクフォース」が『生命（いのち）と女性の手帳（仮称）』
の刊行を発表した。これは，妊娠や出産についての情報を提供することを目的として，10 代の女性
に配布することを想定していたが，世論からの反発が強く刊行は中止となった。
























　さらに 2015 年 8 月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（「女性活躍推進法」）が
─ 21 ─




















































1） 『学苑』第 929 号　2018 年 3 月
2） くまもと家庭教育支援条例　第 13 条　（熊本県）
3）  以下，確認できる各県の最も新しい年度の報告書の関係部分を，書式・形式等は一部変更し，抜粋した。
なお家庭教育支援条例を制定している県は，熊本県，鹿児島県，静岡県，岐阜県，群馬県，徳島県，宮崎県，
そして茨城県である。そのうち徳島県と茨城県については，本稿執筆時（2018 年 3 月 15 日）において，報
告書が確認できなかった。
4） 熊本県教育委員会「くまもと家庭教育支援条例」
  http://kyouiku.higo.ed.jp/page3558/page4345/（2018 年 3 月 4 日参照）
5） 鹿児島県「平成 28 年度　家庭教育支援施策の取りまとめ」
   http://www.pref.kagoshima.jp/ba07/kyoiku-bunka/katei/documents/52327_20160609145540-1.pdf　
（2018 年 2 月 5 日参照）
6） 静岡県「平成 27 年度　家庭教育を支援するための施策の実施状況」
   http://www.pref.shizuoka.jp/kyouiku/kk-080/tunagaru/about/documents/27shienjourei_
jishijoukyou.pdf　（2018 年 2 月 5 日参照）
7） 岐阜県「平成 28 年度　家庭教育の支援に関して講じた施策に関する報告ついて」
   http://www.pref.gifu.lg.jp/kyoiku/shogai-gakushu/shakai-kyoiku/17768/jyourei.data/
gikaihoukoku-28.pdf　（2018 年 2 月 7 日参照）
8） 群馬県「平成 28 年度　家庭教育支援施策の実施状況について」
  http://www.pref.gunma.jp/contents/100034702.pdf　（2018 年 2 月 11 日参照）
9） 宮崎県「平成 28 年度に実施した施策の実績」
   https://www.pref.miyazaki.lg.jp/ky-shogaigakushu/kurashi/kyoiku/documents/34483_ 





11）  熊本県は『ライフデザイン手帳』（熊本県子ども未来課　2015 年）を刊行している。県の資料（http://













  http://www.pref.mie.lg.jp/common/03/ci500004937.htm　（2018 年 2 月 18 日参照）
14） 文部科学省「ライフプランニング支援推進委員会　設置要綱」
  http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1376843.htm　（2018 年 2 月 18 日参照）
15） 文部科学省「女性の学びの促進に関する有識者会議」
  http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1365994.htm　（2018 年 2 月 18 日参照）
16） 文部科学省「男女共同参画推進のための学び・キャリア形成に関する有識者会議　設置要綱」
  http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1396559.htm　（2018 年 2 月 18 日参照）
17）  全国知事会「先進政策バンク 先進政策創造会議」
  http://www.nga.gr.jp/app/seisaku/details/4640/　（2018 年 3 月 1 日参照）
18） （　　）内の説明は，前註の資料に掲載されているもの。以下同様。
19）  岐阜県公式ホームページ「ライフプランを考える啓発冊子：未来の生き方を考える ─ LifePlanningBooklet ─」
  http://www.pref.gifu.lg.jp/kodomo/kekkon/shoshika-taisaku/11236/lifeplanningbooklet.html




  http://common3.pref.akita.lg.jp/babywave/　（2018 年 3 月 15 日参照）
22） 北海道教育委員会「平成 27 年度　北海道の教育施策」
   http://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ksk/grp/08/H27kyouikusesaku.pdf
  （2018 年 3 月 15 日参照）
23） 『週刊金曜日』1121 号　2017 年 1 月 27 日
24） 自由民主党『月刊自由民主』　1979 年 9 月
25） 「家庭基盤づくり対策と女子教育」『季刊女子教育もんだい』3　1980 年
26）  この政策を評価する見解がその後も示されている。例えば，八木秀次「「家庭基盤の充実」政策で国家崩壊
の危機乗り越えよ」2011 年 10 年 21 日投稿の記事（平和政策研究所「政策オピニオン」　http://ippjapan.
─ 24 ─
org/archives/16　2018 年 3 月 15 日参照）
27） 内閣府 少子化社会対策大綱 別添 1「施策の具体的内容」
   http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/law/pdf/shoushika_taikou2_b1.pdf　（2018 年 3 月 15 日参照）




   http://www.soshiren.org/data/kougibun0519.pdf　（2018 年 2 月 27 日参照　原文の註は筆者省略）
30）  野村浩子「「3 年育休は女性をダメにする」緊急鼎談！「安倍さん，女性を勘違いしてますよ」（上）」（日経
ビジネス電子版　2013 年 5 月 30 日付）  
http://business.nikkeibp.co.jp/article/topics/20130528/248729/　（2018 年 2 月 20 日参照）
31） すべての女性が輝く社会づくり本部「すべての女性が輝く政策パッケージ」
   https://www.kantei.go.jp/jp/topics/2015/josei/20150730siryou7.pdf　（2018 年 3 月 15 日参照）
32） 内閣府男女共同参画局「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要」
   http://www.gender.go.jp/policy/suishin_law/horitsu_kihon/pdf/law_gaiyou.pdf　（2018 年 3 月 15 日
参照）
33）  初版は 2006 年 3 月，第 1 次改訂版が 2008 年 8 月，その後 2017 年 3 月に第 3 次改訂版を発行した。
34）  西山千恵子・柘植あづみ編著『文科省／高校「妊活」教材の嘘』論創社　2017 年
 （ともの　きよふみ　　総合教育センター）
